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　団体交渉制度の今日的段階での到達点として，産業
別交渉が全国的規模において展開されていることは，
わが国についてもヨーロッパ諸国についてもほとんど
差異のないところである。全国交渉は独占の形成を基
盤として生み出され，労働組合はそれによって産業別
組合という組織形態への脱皮を必然化された。このこ
との意味は，団体交渉が階段的基盤の上で遂行される
にいたり，個々の労働老階層のセクショナル・インタ
レストによる行動の帰結として階級的な規模での労働
条件の水準が決定されるという，自由主義的秩序が崩
壊したことである。資本にとって全国交渉はそれによ
って資本間競争を排除し，全国的労働組合の交渉力を
そぐという意義を持っていたし，労働組合にとっては
もはや封鎖的労働市場とすることができないひろがり
を持つ労働市場において，全労働者の代表として交渉
力を発揮するために不可欠の条件であった。そのよう
なものとしての全国交渉が企業レヴェルの交渉に事実
上分解されるのは，どのような力の作用によるもので
あろうか。完全雇用下で技術革新が進行し，それが労
働力の需要過剰を呼び起したために資本間競争が激化
したことがその理由であるとすれば，それは資本主義
経済の変質を前提としなけれぽ理由として成立しない
であろう。なぜなら，資本主義にとって技術革新とは
労働需要の縮小のための資本構成の高度化として固有
の意味を持つものであり，かりに設備投資のための需
要を喚起するとしても，それが労使関係の新しい型を
規定するような長期的，構造的な影響を行使しうるも
のとしては，これまで考えられてこなかったはずだか
らである。たしかにそれはわが国をはじめいくつかの
資本主義国においては注目すべき変化をもたらしたか
も知れない。年功的秩序に対する反省ないし批判がま
がりなりにも一定の具体的な労使関係の変化を生んで
いることは否定し得ない。しかしそれは，全国交渉の
後退や企業間労働条件の格差の拡大という，かなり一
般的な変化について一般的に妥当する根拠とされるに
はあまりに多くの特殊条件によって支えられている。
具体的に例を求めれば，賃金ドリフトの問題を提起し
たイギリスは，これと共通する条件をほとんど持たな
い戦後経済過程を歩んできている。そして，わが国を
はじめ急速な経済成長を特色とする資本主義経済が現
代資本主義の未来を代表するには，これらの特殊条件
はいちじるしく安定性を欠いているといわねばならな
いo
　全国交渉を経済政策的課題の達成のための1つの機
構として組み入れ，その結果として団体交渉を実質的
に分断し抑制した1つの典型として，イギリスの所得
政策をあげることができる。また同時に，労働組合の
機能が，公認された全国的指導者から非合法のショッ
プ・スチュアードに転嫁されていく過程も発見するこ
とが容易であろう。労働組合に現在どのような機能が
残されているのかというわれわれの問いが何よりもそ
の前提としておかねぽならないのは，労働組合から多
くの機能を吸い上げてしまった資本主義のこの危機的
状況である。機能を失い，政策目標を失っているかに
みえるのは，実は「合法的」労働組合であって，労働
組合の機能として伝統的に認められてきたものの多く
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が「非合法化」されているのだといってもよいだろ
う。労働組合の体制内化と一般にいわれている現象は
このような意味で，労働組合運動の本質的な把握にと
っては1つの側面をあらわしているに過ぎない。
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